
事業分類 改革項目

業務改革

業務改革

業務改革

組織改革

（記載要領）

１　記載欄が不足する場合は、適宜追加すること。

２　「主な実績数値（出来高数値等）」、「行革効果」については、出来るかぎり数値化した客観的な指標を記載すること。

行革効果（単位：人・千円等）

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書

広域連携
事業支援

緊急公債
費支援

１．平成２３年度　行財政改革推進計画について【総括表】

団体名：笠置町（相楽中部消防組合）

　複雑多様化する災害に対応した新鋭で経済的な消防装
備を整備しました。

計
画
の
概
要
等

 当消防組合構成市町村は、木津川市については、都市開発が現在も進行中であり人口が増加しているが、東部３町村（笠置町、和束町、南山城村）については人口減少
が進む一方であり、かつ、大規模事業所も無く、自主財源が少ない状況である。そのような中、住民の安心・安全を守るための消防戦力強化整備を行うに当たっては、
有利な地方債及び補助金を財源としなければ、事業が行えない状況になっている。

 今後、東部３町村については税収の増加は見込めず、また、木津川市においても地方交付税額が合併算定替制度の減額により減少していく中、僻地への迅速な災害対応
及び人口増加に伴う複雑多様化する災害現場への対応を実施し、住民の安心・安全を守る責務がある。一部事務組合にあっても更なる業務の改革を行い、消防の戦力を
強化することが不可欠であり、地域住民のニーズである信頼と期待に応えていかなければならない。

 年2回の構成市町村との担当者会議にて、市町村担当者及び当消防担当者と協議を行い、車両更新、機器更新の計画について審議するとともに、講習会等のアンケート
で出された消防への要望等を考慮し、より地域事情にあった効果的な車両等の更新計画を作成する。
　また、有利な特定財源等を折り込み、構成市町村の負担の軽減を図り事業を行う。

 本計画により、更なる消防戦力の強化、地域住民のニーズである信頼と期待に応えるとともに、車両、資機材の長寿命化対策を始めとする様々な行革の取組を一層推進
することにより、構成市町村の財政負担を軽減し、持続的、安定的な財政運営の構築を図る。

平成２３年度行財政改革推進計画に伴う事業実績による行革効果について

事業費191千円減額

　救助用ゴム製当て木（ステップチョーク
セット）は、初導入、化学防護服は、11着
から15着、潜水ウェットスーツは、13着か
ら17着、潜水用空気ボンベは、10本から12
本、軽量空気ボンベは、105本から110本、
訓練人形は、1体から3体の増強となった。
安全ネットは、更新整備した。

救急救命士１名増員

事業費199千円減額

　半自動式除細動器（二相式）は、4台から
6台となり全救急隊に配備が完了しました。
除細動器エネルギー測定器は、初導入、
ターポリン担架は、12枚から13枚の増強と
なった。

　老朽化した消防車１台を、積載水と泡薬剤を圧縮し効果的
な消火ができる、圧縮空気泡消火装置搭載の消防車に更新を
行いました。当管内東部地域の消防水利不足を克服し応援消
防隊も少なくなり、人件費削減に大きな効果を発揮しまし
た。

　消防組合が保有する７台の消防車の
内、圧縮空気泡消火装置搭載の消防車が
１台となった。

　救命効率向上を図るため、効果的な救命処置が施せる
救急資機材を整備しました。

小規模市
町村支援

　救急活動水準の維持及び上昇を図るため、救急救命士
の計画的な養成と技能の維持、救急隊員の資質向上を行
いました。

　救急救命士の総数は、32名から33名と
なった。その内、更に高度な処置が行える
認定救急救命士は、13名から14名となっ
た。

事業費706千円減額

背景

必要性

概要

効果

事業名・実施項目

相楽中部消防組合分担金

（消防ポンプ自動車整備事業）

取組実績の概要 主な実績数値（出来高数値等）

（消防装備等整備事業）

（救急資機材整備事業）

（救急救命士の養成事業）



２．平成２３年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

（記載要領）
１　事業毎に調書を作成すること

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 笠置町（相楽中部消防組合）

事業着手前

　当管内の東部地域は山間部であるため、消火栓等の水利が少なく、水を確保するのが困難である。また、現在配備されている、東
部消防車は平成６年に配備され、１７年が経過しており、当本部で定めている消防車更新期間の１５年を２年間も超過している現状で
す。
　今回更新の消防車は、水利不足の地域に対応するため、積載水と泡薬剤を混合圧縮し少量の水で効果的な消火ができる、圧縮空
気泡消火装置搭載の消防車を導入する。

　水利不足の地域に対応するため、積載水と泡薬剤を混合圧縮し少量の水で効果的な消火ができる、圧縮空気泡消火装置搭載の
消防車の導入により被害を最小限に抑え、更には、水道水使用の削減及び応援消防隊等も少なくなり、人件費削減に大きな効果を
発揮します。
　また、高度な実践に則した消防団との合同訓練を行なうことにより、消防団との連携が強化され、迅速、有効な消火活動及び人命
救助が期待されます。

達成

計画数値の内容 消防車両更新

年度 23

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

37,320

本事業の実績額(b) 36,614

事業分類

小規模市町村支援

改革項目

業務改革

事業名・実施項目

消防ポンプ自動車整備事業

（左の理由）
　消火活動に必需な消防水利が不足している地域において、これを克服する消防
車が整備できた。

行革効果(a)-(b) 706

２　「期待される事業効果等に対する達成状況」については、「達成」、「未達成」を記入し、その理由を右欄に記載すること。

課題・現状

事業概要

期待される事業効果等

事業実績

取組状況
　老朽化した消防車１台を、積載水と泡薬剤を圧縮し効果的な消火ができる、圧縮空気泡消火装置搭載の消防車に更新を行いまし
た。消火活動の障害となる当管内東部地域の消防水利不足を克服し、応援消防隊も少なくすることができ、人件費削減に大きな効果
を発揮しました。

主な実績数値
（出来高数値等）

　消防組合が保有する７台の消防車の内、圧縮空気泡消火装置搭載の消防車が１台となった。
　また、積載水を有する車両としては、この１台と既設の化学消防車１台の２台となった。
　平成23年中火災発生件数34件（木津川市26件、笠置町1件、和束町１件、南山城村5件）

期待される事業効果等
に対する達成状況



２．平成２３年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

（記載要領）
１　事業毎に調書を作成すること

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 笠置町（相楽中部消防組合）

事業分類 改革項目 事業名・実施項目

小規模市町村支援 業務改革 消防装備等整備事業

事業着手前

課題・現状
　昨今の災害現場は、複雑多様化しその防御活動方法が大きく変遷することに伴い消防装備の充実が必要である。化学薬品等の汚染に
より、人命救助が困難であった救助現場や短期間に多くの潜水隊員を要する水難事故現場等において、有効な資機材を整備し、配備する
必要がある。

事業概要
　消防救助活動を円滑迅速に行うため、救助用ゴム製当て木（ステップチョークセット）、化学防護服、潜水用ウエットスーツ、潜水用空気ボ
ンベ及び軽量空気ボンベを整備する。　また、より高度な活動に対応するための訓練に必要な訓練人形及び安全ネットを配備する。

期待される事業効果等
　配備した各種資機材を有効に活用し救助活動の幅を広げ被害軽減を図るとともに、老朽化した資機材を更新することにより、住民に対す
る期待に応えることができる。また、危険性の高い救助現場で活動する隊員の安全性を高めるためにも有効である。

事業実績

取組状況
　複雑多様化する災害に対応した新鋭で経済的な消防装備を整備しました。
　救助用ゴム製当て木（ステップチョークセット）1セット、化学防護服4着、潜水ウェットスーツ4着、潜水用空気ボンベ2本、軽量空気ボンベ5
本、訓練人形2体、安全ネット1枚

主な実績数値
（出来高数値等）

　救助用ゴム製当て木（ステップチョークセット）は、初導入、化学防護服は、11着から15着、潜水ウェットスーツは、13着から17着、潜水用
空気ボンベは、10本から12本、軽量空気ボンベは、105本から110本、訓練人形は、1体から3体の増強となった。安全ネットは、更新整備し
ました。
　平成23年中救助出動件数40件（交通事故19件、水難事故4件、機械事故1件、その他事故16件）

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由） 　費用対効果を限りなく高く考慮した結果、消防力の維持及び増強が図れた。

計画数値の内容 消防装備整備

年度 23

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

2,506

本事業の実績額(b) 2,315

２　「期待される事業効果等に対する達成状況」については、「達成」、「未達成」を記入し、その理由を右欄に記載すること。

行革効果(a)-(b) 191



２．平成２３年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

（記載要領）
１　事業毎に調書を作成すること

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 笠置町（相楽中部消防組合）

事業分類 改革項目 事業名・実施項目

小規模市町村支援 業務改革 救急資機材整備事業

事業着手前

課題・現状
　管内人口の増加と高齢化に伴い救急件数は、今後も増加すると予想されるなか、住民からは救命率向上の要望が年を追うごとに
強く求められており、救急業務の高度化に対する期待が大きくなってきている。その信服に応えるべく、高度救命処置資機材の整備
が必要不可欠である。

事業概要
　電気ショックが必要な傷病者に対し行う処置に必要不可欠な半自動式除細動器を従来の一相式半自動式除細動器より効果的な蘇
生を行う二相式半自動式除細動器（２台）、狭い場所での傷病者搬送を行うターポリン担架及び半自動式除細動器のバッテリー容量
及び充電能力を点検する半自動式除細動器用のエネルギー測定器の整備を行う。

期待される事業効果等
　速やかに傷病者を救護、車内収容し医療機関へ搬送することは、救命率の向上に有用である。また、半自動式除細動器用エネル
ギー測定器により、常に機器の状態を管理し、有効な救命活動が行える。

事業実績

取組状況
　救命効率向上を図るため、効果的な救命処置が施せる救急資機材及び搬送資機材を整備しました。
　半自動式除細動器2台、除細動器エネルギー測定器1台、ターポリン担架１枚

主な実績数値
（出来高数値等）

　半自動式除細動器（二相式）は、4台から6台となり全救急隊に配備が完了しました。除細動器エネルギー測定器は、初導入、ターポ
リン担架は、12枚から13枚の増強となった。
　平成23年中救急救命士が行った特定行為62件（器具を使った気道確保38件、除細動4件、静脈路確保19件、薬剤投与1件）

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由） 　高度救命処置により緊急性の高い傷病者に対して救命率の向上が期待できる。

計画数値の内容 救急資機材整備

年度 23

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

5,465

本事業の実績額(b) 5,266

２　「期待される事業効果等に対する達成状況」については、「達成」、「未達成」を記入し、その理由を右欄に記載すること。

行革効果(a)-(b) 199



２．平成２３年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

（記載要領）
１　事業毎に調書を作成すること

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 笠置町（相楽中部消防組合）

事業分類 改革項目 事業名・実施項目

小規模市町村支援 組織改革 救急救命士の養成事業

事業着手前

課題・現状
　平成16年3月に救急業務高度化推進計画を定め、救急救命士の計画的な養成と技能の維持、救急隊員の資質向上を図っている。
全ての救急隊に常時1名の救急救命士を乗車させるるよう、毎年1名以上の救急救命士を養成し、救急業務の高度化に対応した資機
材と人材を活用し、高度な救急処置を実施する。

事業概要
　当消防組合の救急救命士は現在32名で、６隊の救急隊があり１隊につき救急救命士２名乗車の２交替制勤務で運用しており、今後
発生する救急救命士退職者の補充、救急業務の更なる高度化に向けての救急救命士の気管挿管講習及び病院実習を行う。

期待される事業効果等
　救急活動水準の維持及び救命効率の向上を図り、また、今後迎える当本部の大量退職時期に合わせ、若い年代の救急救命士を育
成し、住民の救急需用に齟齬を来さないにする。

事業実績

取組状況
　救急活動水準の維持及び向上を図るため、救急救命士の計画的な養成と技能の維持、救急隊員の資質向上を行いました。
　救急救命士養成課程１名、救急救命士就業前病院実務研修１名、救急救命士気管挿管病院実務研修１名

主な実績数値
（出来高数値等）

　救急救命士の総数は、32名から33名となった。その内、更に高度な処置が行える認定救急救命士は、13名から14名となった。
　平成23年中応急手当の普及啓発活動　普通救命講習33回開催、994名受講

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由） 　精査した計画に基づき救急救命士の養成ができた。

計画数値の内容 救急救命士養成

年度 23

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

2,100

本事業の実績額(b) 2,100

２　「期待される事業効果等に対する達成状況」については、「達成」、「未達成」を記入し、その理由を右欄に記載すること。

行革効果(a)-(b) 0


